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◇地域交通サポートに関する英仏における公の役割

フランス 国内交通基本法（LOTI）
第５条：公の役割として、

●交通体系に関する情報活動の推進
●交通体系に課せられた諸目標の実現を推進する調査の実施と統計の充実

英国 2000年交通法（Transport Act 2000）
第108条：地方当局への地方交通計画（LTP：Local Transport Plan）の作

成要求
☆ 国は、LTP策定全般に関するガイダンス、ガイドラインの提供、計画策定を

支援するソフトウェアの提供、サポート用Webページの開設といった手厚いサ
ポート体制を提供1)

1)辻本勝久：地域総合交通戦略の策定と持続可能な社会の形成, 交通学研究2008研究年報

第１期LTP（2001-2005）、第２期LTP（2006-2010）
国が地方自治体が提出したLTPを評価・査定
査定結果が、次年度の予算配分に反映

第３期LTP（2011年４月提出）
国は、LTPの評価を実施せず



①地方で培ったモビリティ確保のノウハウ
のとりまとめ、提供
・「地域のモビリティ確保の知恵袋」の発刊

②情報発信・交流機能の強化・充実
・総合交通HPの開設・運営

・メールマガジンの発行（月に１度）

・地域モビリティの取組事例DBの構築

データ
ベース国交省

地方自治体Ａ

総合交通取組主体

地方自治体Ｂ

①ＤＢを「地域モビリティサイト」へＵＰ

②ＤＢの更新依頼
新規取組情報提供

③ＤＢの更新

④メンテ

ナンス

⑤国交省からの新規情報
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データベースシステムの利活用

総合交通メールマガジンの
配布

知恵袋の配布

全都道府県、市町村
及び関係事業者へ配布

◇地域モビリティを確保する主体への情報・ノウハウの提供、共有

地域の交通担当者との
情報交流会議の開催



◇地方自治体の国へのニーズ（アンケート結果より）

 ■地方自治体への支援に対するニーズ：【複数回答】（N=93） 
1 位：先進事例などの情報の提供 61 

2 位：気軽に相談できる窓口の設置 42 

3 位：研修機会の提供 30 

情報提供と気軽な相談窓口 
へのニーズが高い 

 ■「手引き」に対する評価  
＜役に立った理由＞ 
○「事例が多数掲載された」が最も多く、次いで「モビリティ確保に向けた取組の着眼点」 
＜役に立たなかった理由＞ 
○持続可能な仕組みや財政制約の中で最大限効果を発揮する仕組みについて具体的な事例
または対策案が欲しい 

○予算が無くてもすぐ取り組める事例を紹介して欲しい 
○収支内容や運行方法等の具体的なデータを掲載して欲しい 
○地方（小規模自治体や山村過疎地域）や大都市圏で参考となる情報が欲しい 
○ポイントをうまくまとめて提供して欲しい 
○調査方法についての注意点やアドバイス等が欲しい 
○運営・維持についての事例があるとよい。 
○都市規模や地勢別で分類されている方が見易い 

具体的な計画立案のための情報
や地域特性に応じた情報が求め
られている 

 ■既存資料で不足している情報【複数回答】（N=93） 
1 位：公共交通の利便性向上に向けた取組の計画手法 33 

2 位：ニーズや需要予測など調査・分析手法 33 

3 位：関係機関や団体との合意形成手法 24 
4 位：移動手段別の利用状況の調査・分析手法 20 

5 位：代替案立案・選択の検討プロセス・評価手法  19 

調査・分析、取組の計
画、合意形成、評価手
法など全般的にニーズ
がある 

↑
配布に当たり、
アンケートを実施



◇知恵袋の作成・配布（３箇年の取組み）

地域のモビリティ確保の知恵袋
～モビリティは地域の元気の源～

（2009年3月）

地域のモビリティ確保の知恵袋
～多様な主体の参画を促進
するための工夫・ノウハウ～

（2011年3月）

効果的に計画・実施するための
基礎的な情報・ノウハウを

Q＆A形式でとりまとめ

取組実現のプロセスにおいて
複数の主体の合意形成
に特化し、深掘りしたもの

計画に関する工夫・ノウハウ
に特化し、深掘りしたもの

地域のモビリティ確保の知恵袋
～地域の人々が笑顔になれる持続
可能な地域交通の計画づくりのため

の工夫・ノウハウ～
（2010年3月）



◇知恵袋の配布の趣旨

・取組を進めるに当たって、これまでの事例を参考にすることは、重要

・しかし、成功している事例のやり方をただ真似ても成功するとは限らない。

・ただし、それぞれの地域での試行錯誤、創意工夫によって生み出された
方法は、その成果のみならず成果にたどり着くまでのプロセスも含めて、
これから取組を進めようとする担当者にとって参考となる情報

取組を進める際の具体的な進め方や道筋など、
地域のモビリティ確保に向けた施策や取組を効果的に計画・実施するた

めの「知恵」を、
先進的に取り組んでいる地方自治体や交通事業者、ＮＰＯ等へのアン

ケートやヒアリングにより抽出し、「知恵袋」として取りまとめを試行。

「知恵」やこれまでに蓄積された知見等を体系化した「計画技術」を参照す
ることにより、これまで知識や情報が極めて少ない状態から始めなければ
ならなかった状況に比べて、より負担の軽減につながることを期待。

6



◇知恵袋の作成方法 （ヒアリング調査を実施）

（１）当該事例に関する文献調査、インターネット調査

（２）ヒアリング項目抽出にあたって、取組みプロセス
シートを作成
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交通事業者の選定に当って工
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交渉
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住民は、なぜ、○○に相談した
のか。行政への陳情は？
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住民 山形市 

陳情・請願 

市と地区とで一緒にどのような
交通が明治地区にふさわしいか
を研究していくことを提案 

民間バス会社 

採算が取れないため、バ
ス路線を廃止したい。 

明治地区の足を確保すること
が課題。 せめて高齢者だけでも通院や買

い物に使えるバスを走らせたい。 

高齢者だけではなく、誰でも乗
れるようなバスにしてほしい。 

地域のためにも、高
齢者だけではなく、
誰でも乗れるバス
を運行したい。 

明治地区の足を確保することが課題。 

地域交流バスが週1便だけし
かないため、もう少し、本数
を増やしてほしい。 

市長に対して、運行本数増便の陳情・請願 

運行本数を増やしたいが、
予算の関係で、どうしても
増やすことができない。た
だ、どういった交通が明治
地区にふさわしいかを、地
区の方と一緒に考えたい。 

相談 
NPO やまがた福祉移動
サービスネットワーク 

より専門的な人に相談した
ほうがいいのではないか。 

相談 

首都大学東京 

増便には行政支援が必要。そのため行政
も一緒になった勉強会を開催したい。 

地域公共交通に関する勉強会開催を提案 

乗車実績から市に増便要請しても難しいことはわかる。ただ、なん
とか増便したい。とはいえどうしてよいか分からない。 

路線バス廃止 

高齢者福祉バスの運行 

地域交流バスの運行 

推進検討委員会立ち上げ 
どのような交通が明治地区にふさわしいかを事例調査などを行いながら、検討・協議 

地域公共交通に関する勉強会の開催 
明治・大郷地区における新しい交通サービス導入に向けた勉強会 

専門家を交えることで、地域住民
だけではできない新しい交通サー
ビスの運営形態や、運行方式など
を議論するための知識が蓄積。 

専門家や行政の方
との勉強会だけで
なく、本音を話しや
すい懇親会を実施。 

H11.3 

H15 

H18.9 

H19.6 

H19.11 

もともと「地域のことは地域で
解決する気質」があった。 

関係主体

直面した課題

思惑

課題解決の行動

合意事項

合意形成の工夫

◇合意形成プロセスマップの作成
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◇合意形成プロセスマップの作成
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